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This study examines the labor supply behavior of married women for the 1990s and 2000s in 
Japan through Douglas-Arisawa’s first law. According to Douglas-Arisawa’s first law, when 
the primary earner’s income is high, his/her family members’ employment rate would be 
low. First, it was observed that Douglas-Arisawa’s first law was consistently effective for the 
1990s and 2000s in Japan. On the other hand, the elasticity of employment rate to husbands’ 
earnings has been smaller in 2007 than in 1992. The decline of elasticity relies on increasing 
wives’ opportunities and the rate to work as regular workers and continue working. 
Although many studies that conduct estimation by reduced form assume log-linearity or 
linearity, this study introduces squared terms to estimate the marginal income effect of 
husbands’ earnings. This method for estimation makes clarify the heterogeneity of 
magnitude of income effect in husbands’ income levels. 
Then marginal-effect curves were drawn using predicted values from the estimation for each 
subgroup generated by family-type and observed year. The result represents that marginal-
effect curves of 2007 are above those of 1992, and all the marginal-effect curves have 
negative slopes. The former indicates that married women had to participate in the labor 
market on the wide range of husbands’ earnings. The latter indicates that the marginal 
negative effect of income was more elastic in higher-income groups. At the end of the 
analyses, the relationship between earnings and the married rate is shown. There is a 
positive correlation between earnings of men and the married rate of men (no positive 
correlation between earnings of women and married rate of women). This relationship 
indicates that there is a social norm that a man needs to have enough earnings to get 
married in Japan. The norm makes a married woman lose the willingness to work if she 
married with a high-earnings-husband and results in keeping the negative elasticity (or 
marginal effect). In addition, the norm is not an absurd idea but the result of rational 
economic choice under the big difference of rate of return between men and women. 
   






















続いて，余暇－所得選好を念頭に置き，夫の年間収入（実質）の 1 次項に加え 2 次項を導
入し，妻の有業率の限界値を推定した。限界効果の推定値から描かれる限界効果曲線を 1992
年と 2007 年で比較すると，夫の年間収入（実質）が同一の場合，夫の限界的な収入増加に

































































                                                     
1 International Social Survey Programme の略称である。約 40 の国と地域からなる国際比較
調査グループである。共通のテーマについて同一の調査票を作成（英語版を各国の実情に合
わせて翻訳）しているため国際比較が可能である。本分析で使用した「Work Orientations 
IV」は 2015 年 1 月～2017 年 4 月の間に各国で調査されたものである。 

































 本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では先行研究を整理する。第 3 節では，本研究
で扱ったデータの説明，記述統計と分析対象期間における背景について整理を行ったうえ




った。有配偶女性の夫の所得に対する弾力性を 1980 年前後と 2000 年前後とで比較した研
究結果は，研究によってばらつきがみられるものの，弾力性が大きく低下したと指摘する






妻の労働供給に与える影響を 11 か国で比較した Drobnic and Blossfeld（2001）を紹介し，































































 本研究は，子育て世代での妻の労働供給に焦点をあてるため 20～54 歳女性を対象として
分析を行う。対象とする世帯類型は「夫婦のみ」の世帯，「夫婦と子ども」から成る世帯と
「夫婦，子どもとその他の世帯員」から成る世帯の 3 つとし，その世帯で最も若年の夫婦 2
を分析対象とした。また，以下の分析ではすべて付与された復元倍率を用いた結果となって
いる。 
表 2 には分析対象の記述統計を示した。対象とする 3 つの世帯類型合計の観測数は 6～8
万程度である。1992 年から 2007 年までの世帯類型の構成比の変化をみると，3 つの世帯類
型ともに観測数が減少傾向にある（記載していないが，この間，単身世帯数が増加した）。 
 学歴構成をみると小学校・中学校卒業者と高校卒業者は減少，短大・高専卒業者と大学・
                                                     
2 ここでいう「最も若年の夫婦」とは世帯内の有配偶者のなかで最も若年の者を有する夫婦
のことである。 




















てきた（たとえば，佐口，2015）。図 1 によれば，男性の実質年間収入は 1992 年から 2007
年にかけて減少傾向にあり，高校卒業者，大学・大学院卒業者ともに 45 歳以降で特に大き
く減少した。1992 年の年齢階級ごとの水準を 100%とすると 2007 年の水準はそれぞれ，高
校卒業者で 85.9%（45～49 歳），89.1%（50～54 歳），95.7%（55～59 歳），短大・高専卒
業者で 81.5%（45～49 歳），82.3%（50～54 歳），80.3%（55～59 歳），大学・大学院卒業




者として再参入することによる。図 1 棒グラフの左側の 2 本は対象とする年齢階級に属す
る者の平均値を用いて男女間の年間収入比（＝女性／男性（%））を算出している。若年層
では男性の 8～9 割程度の収入であるが，年齢層が高くなると徐々に比率が低下し，30 代後





                                                     
3 無業の者の潜在的な収入を厳密に算出することは難しく，ここでは実際に働いている者の
みを用いて男女間での比較を行った。 







高校卒業者で 6～7 割程度，短大・高専卒業者と大学・大学院卒業者で 7～8 割程度となっ














3.2 ダグラス＝有澤の第 1 法則の検証 
はじめに，1992～2007 年においてダグラス＝有澤法則の第 1 法則が成り立つか否かを観
察する。妻が有業の場合を 1，無業の場合に 0 を取る変数を被説明変数としてプロビットモ










は 1992 年の弾力性の値と交差項の値との和を取り F 検定を行う必要がある。F 検定の結
                                                     
4 就業構造基本調査では，年齢が 5 歳階級として調査されており，高校卒業者以上の場合に
は卒業年齢にもばらつきが生じるため，厳密に「生え抜き」を識別することができない。そ
こで，ある年齢以下で現在の勤務先に就いていた場合には「生え抜き」であるとみなした（高
校卒業者：20 歳以下，短大・高専卒業者：20 歳以下，大学・大学院卒業者：24 歳以下）。 





果，モデル 1～3 のすべてで 1997 年，2002 年，2007 年ともに 1%水準で有意な結果となっ
た。つまり，すべての世帯類型・観測年で弾力性が有意に負の値となっており，ダグラス＝
有澤の第 1 法則は成立している。 
弾力性を比較すると，たとえば，「夫婦のみの世帯」では 1992 年から順に-0.172，-0.146，




















































は 0.362 であるのに対して 2007 年では 0.519 と上昇している。つまり，2007 年は 1992 年
に比べ夫の収入が高くても妻が正社員として就業する確率が高い。同様に，「妻が非正社員





2007 年の値を比較すると，必ずしも 1992 年から 2007 年にかけて値が大きくなっていな
い。他方で，「妻が正社員として就業」の値はどちらの世帯においても 2007 年の値の方が





























層によって異なることが予測される。そこで本小節では，夫の年間収入の 1 次項に加え 2 次
項を導入し，夫の年間収入に対する妻の有業率の限界値を計測した。 
 






















類型で 1992 年と 2007 年を比較すると，3 つの世帯類型いずれでも 1992 年の曲線よりも
2007 年の曲線が上方にある。これは夫の年間収入（実質）が同一の場合，夫の限界的な収
入増加に対して妻の有業率の低下が 2007 年時点でより緩やかであることを示す。図 3 の結
果をもとに妻の有業率弾力性の絶対値が減少したこと（表 3）を解釈すると，1992 年から
2007 年にかけて幅広い所得階層で妻の有業意欲が高まった（限界効果曲線が上方にシフト
した）ためと考えられる。他方で，図 3 の限界効果曲線が右肩下がりであることは，表 3 の
結果が有配偶男性の所得分布にも依存することも示している。 
 そこで，1992 年と 2007 年の限界値の平均の変化量を夫の年間収入の構成要因と妻の有
業率の限界効果要因に分解したものが表 6 である。分解の立式は次の通りである。 















𝐷𝐷 = 𝑋𝑋′2007𝛾𝛾2007 − 𝑋𝑋′1992𝛾𝛾1992 
𝐸𝐸 = 𝑋𝑋′2007𝛾𝛾1992 − 𝑋𝑋′1992𝛾𝛾1992 
𝑀𝑀 = 𝐷𝐷 − 𝐸𝐸




に，1992 年と 2007 年の限界値（平均値）の変化量（D）と構成要因（E）との間には乖離
が生じる。これを限界効果要因 M（=D-E）とした。 
1992 年から 2007 年にかけて 3 つの世帯類型すべてで構成要因（E）は負の値を示す。こ
れは，1992 年から 2007 年でいずれの世帯類型でも夫の年間収入（実質）が増加したためで








では明らかにしないことを示している。すなわち，表 3 で得られた弾力性の変化には，表 6
でいう構成要因も含まれているはずであり，実際に構成要因を除くと，2007 年は 1992 年
と比べて女性の有業意欲は強まっている（構成要因を除く前よりも大きく計測される）。た





9 厳密には，式に 2 次項が含まれることから，限界効果の平均値は𝑋𝑋′𝑖𝑖𝛾𝛾𝑖𝑖������� ≠ 𝑋𝑋′𝑖𝑖����𝛾𝛾𝑖𝑖である。つ
まり，夫の年間収入の平均値で算出しているのではなく，個票ごとの限界値を測定しそれら
を平均化することで算出している点に留意されたい。 



















































続いて，余暇－所得選好を念頭に置き，夫の年間収入（実質）の 1 次項に加え 2 次項を導
入し，妻の有業率の限界値を推定した（図 2）。限界効果の推定値から描かれる限界効果曲






図 2 の結果は，表 3 で経年比較した弾力性の値に夫の所得分布の影響が含まれているこ
とを示唆する。そこで，妻の有業率の限界値（平均値）を夫の年間収入（実質）の構成要因
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-0.123 *** 0.010 0.066 0.013 0.045 -0.018 0.074 **
(0.036) (0.039) (0.051) (0.035) (0.063) (0.035) (0.037)
観測数




参照点：妻の年齢35～39歳，Upper secondary (programs that allow entry to university)，就学の子供なし，未就学の子どもなし
有意水準：* p < 0.1,  ** p < 0.05,  *** p < 0.01
2 3 4 5
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　1992年 　1997年 　2002年 　2007年
総数 84,702 78,042 68,663 64,025
「夫婦のみ」世帯 16,846 18,884 15,216 13,413
「夫婦と子ども」の世帯 36,361 34,899 32,488 32,405
「夫婦，子どもとその他の世帯員」の世帯 31,495 24,259 20,959 18,207
20～24歳 4.1 3.9 2.9 2.3
25～29歳 16.5 17.3 15.0 11.1
30～34歳 22.7 23.2 24.3 23.5
35～39歳 23.8 22.7 23.0 26.1
40～44歳 20.3 17.5 18.1 20.2
45～49歳 7.2 9.4 8.9 10.4
50～54歳 5.5 6.1 7.7 6.5
小学校・中学校 11.2 7.5 5.6 3.6
高校 57.6 54.0 48.5 40.1
短大・高専 22.1 27.4 32.6 39.3
大学・大学院 9.1 11.1 13.3 17.0
「夫婦のみ」世帯 56.7 57.3 60.7 65.6
「夫婦と子ども」の世帯 37.9 38.2 39.4 45.6
「夫婦，子どもとその他の世帯員」の世帯 63.2 63.1 64.3 67.1
末子0歳 20.4 22.7 21.9 27.6
末子1～2歳 27.7 28.0 31.2 34.6
末子3～5歳 43.5 42.4 44.0 49.3
末子6～11歳 60.8 59.9 60.0 63.5
末子12～14歳 69.4 69.6 69.7 72.8
「夫婦のみ」世帯 47.3 46.6 47.7 48.9
「夫婦と子ども」の世帯 48.4 47.8 49.3 50.3
「夫婦，子どもとその他の世帯員」の世帯 47.3 46.0 47.5 48.6
【参考】無配偶男性3) 47.3 46.6 47.0 47.0
「夫婦のみ」世帯 531 548 557 558
「夫婦と子ども」の世帯 557 575 573 570
「夫婦，子どもとその他の世帯員」の世帯 552 581 591 581

























-0.172 *** -0.229 *** -0.171 ***
(0.011) (0.008) -0.009
0.026 * 0.000 0.008
(0.014) (0.011) -0.012
0.044 *** 0.024 ** 0.031 **
(0.015) (0.011) -0.013
0.041 *** 0.023 ** 0.053 ***
(0.015) (0.011) -0.013
観測数 62,410 133,644 93,269






















0.362 *** 0.431 *** 0.541 *** 0.519 ***
(0.023) (0.026) (0.035) (0.037)
妻が非正社員として就業=1
0.560 *** 0.603 *** 0.628 *** 0.591 ***
(0.038) (0.039) (0.039) (0.038)
妻が役員・自営業主・家族従業・内職として就業=1
0.475 *** 0.650 *** 0.749 *** 0.550 ***
(0.049) (0.071) (0.098) (0.071)
観測数 16,375 18,395 14,666 12,966




0.189 *** 0.258 *** 0.391 *** 0.357 ***
(0.011) (0.016) (0.023) (0.021)
妻が非正社員として就業=1
0.386 *** 0.379 *** 0.389 *** 0.368 ***
(0.022) (0.022) (0.021) (0.019)
妻が役員・自営業主・家族従業・内職として就業=1
0.444 *** 0.436 *** 0.446 *** 0.401 ***
(0.038) (0.041) (0.046) (0.044)
観測数 35,784 34,360 31,718 31,773




0.314 *** 0.334 *** 0.404 *** 0.404 ***
(0.019) (0.021) (0.026) (0.027)
妻が非正社員として就業=1
0.623 *** 0.564 *** 0.568 *** 0.627 ***
(0.039) (0.037) (0.035) (0.039)
妻が役員・自営業主・家族従業・内職として就業=1
0.431 *** 0.413 *** 0.390 *** 0.438 ***
(0.036) (0.044) (0.047) (0.055)
観測数 30,993 23,896 20,556 17,832






















1992年 1997年 2002年 2007年










世帯類型 就業形態 1992年 1997年 2002年 2007年
夫婦と子ども 正社員 54.4 61.3 65.0 66.5
非正社員 8.5 10.3 11.0 13.1
役員・自営業主・家族従業・内職 23.6 25.3 29.7 29.6
夫婦，子どもとその他の世帯員 正社員 51.2 53.9 53.2 52.7
非正社員 6.7 6.9 7.9 11.5
役員・自営業主・家族従業・内職 37.9 38.3 42.7 40.1
表5　末子出産一年前までに現職に就いていた割合（%）
対象：20～54歳有配偶女性（卒業者，世帯内で複数の夫婦が存在する場合は若年の夫婦）
限界値（平均値） X' tγ t
1992～2007年の変化量 D(=X' 2007γ 2007 -X' 1992γ 1992 )
　　うち構成要因　　   E(=X' 2007γ 1992 -X' 1992γ 1992 )
　　うち限界効果要因   M(=D - E)
限界値（平均値） X' tγ t
1992～2007年の変化量 D(=X' 2007γ 2007 -X' 1992γ 1992 )
　　うち構成要因　　   E(=X' 2007γ 1992 -X' 1992γ 1992 )
　　うち限界効果要因   M(=D - E)
限界値（平均値） X' tγ t
1992～2007年の変化量 D(=X' 2007γ 2007 -X' 1992γ 1992 )
　　うち構成要因　　   E(=X' 2007γ 1992 -X' 1992γ 1992 )



























生年コホート 収入階級 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳
80≤pt 93.9 94.5 94.4
60≤pt<80 88.8 92.8 88.2
40≤pt<60 82.0 86.5 82.8
20≤pt<40 74.8 80.0 79.6
pt<20 62.8 66.7 62.8
80≤pt 84.3 90.7 92.4 92.1
60≤pt<80 79.6 - 87.3 86.8
40≤pt<60 70.9 83.6 84.1 81.2
20≤pt<40 63.5 75.9 75.2 74.9
pt<20 49.3 60.9 57.1 59.6
80≤pt 57.7 79.9 87.1 87.6
60≤pt<80 45.8 73.5 78.7 81.8
40≤pt<60 32.8 65.0 - 80.1
20≤pt<40 25.9 55.3 67.9 71.0
pt<20 22.3 42.1 50.2 52.3
80≤pt 23.2 56.5 75.8 82.6
60≤pt<80 12.9 42.6 70.8 75.9
40≤pt<60 8.0 - 62.5 69.2
20≤pt<40 5.7 29.4 49.1 59.7
pt<20 3.3 18.9 35.9 44.0
80≤pt 2.4 20.4 46.5 71.7
60≤pt<80 0.7 14.9 - 62.2
40≤pt<60 0.7 8.9 35.5 -
20≤pt<40 0.2 6.5 26.2 49.2
pt<20 0.2 2.2 18.5 30.7
80≤pt 3.0 17.3 43.0
60≤pt<80 2.8 10.2 -
40≤pt<60 1.5 10.6 31.5
20≤pt<40 0.6 6.3 22.4
pt<20 0.3 2.6 11.4
生年コホート 収入階級 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳
80≤pt 73.0 74.4 76.6
60≤pt<80 72.9 72.3 74.8
40≤pt<60 78.4 80.9 75.7
20≤pt<40 - - 84.6
pt<20 95.5 94.9 93.4
80≤pt 59.7 65.7 71.1 70.2
60≤pt<80 51.8 62.6 66.6 68.5
40≤pt<60 56.8 76.6 72.3 73.3
20≤pt<40 73.2 - 83.2 83.6
pt<20 91.5 94.7 93.9 91.9
80≤pt 28.8 51.5 60.4 62.2
60≤pt<80 23.6 44.9 52.1 57.4
40≤pt<60 22.3 44.1 59.7 63.1
20≤pt<40 26.5 62.5 74.0 79.7
pt<20 63.0 88.4 90.0 90.2
80≤pt 6.0 27.5 47.5 54.8
60≤pt<80 3.7 23.7 36.7 46.1
40≤pt<60 2.8 18.6 38.8 50.8
20≤pt<40 3.7 19.8 54.9 70.5
pt<20 13.0 55.6 79.7 86.9
80≤pt 0.7 6.0 28.2 47.7
60≤pt<80 - 4.4 19.7 37.8
40≤pt<60 0.5 4.1 17.3 32.0
20≤pt<40 0.9 3.9 16.3 54.9
pt<20 0.5 10.9 46.1 77.6
80≤pt 0.7 6.1 19.8
60≤pt<80 1.1 4.0 15.2
40≤pt<60 1.3 - 15.6
20≤pt<40 1.2 5.2 17.8
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